石川町公共施設包括管理業務委託仕様書

本仕様書は、契約候補者と石川町(以下「本町」という。)の契約に係る仕様書の原案となるものです。企画提案書作成の参考としてください。契約の締結に当たっては、契約候補者の企画提案書を踏まえて、契約候補者と本町が協議し、内容を一部変更することができます。 (文言として義務的な表現となっている内容についても、より効果的・効率的な内容に変更することは可能です。)
本業務の趣旨及び目的を十分に理解した上で、幅広い視点での効果的かつ効率的な企画提案を期待します。
なお、委託期間当初において長期継続契約中の業務は、契約終了後に本業務に含めることとし、また、年度ごとの業務内容については、受託者と本町との間で協議を行い、一部増減する場合があります。

第１章 総括
１　業務の目的
本町が所管する公共施設における施設設備の保守点検、警備、清掃等の維持管理業務や修繕業務について、包括的に委託することにより、業務の効率化と緊急時を含めた施設の管理体制の整備及び相談体制の整備を図ることを主な目的とする。

２　業務期間
令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで

３　対象施設及び対象業務
対象施設及び対象業務は、「別紙１ 対象施設一覧」、「別紙２ 対象業務一覧」、「別紙3　対象業務仕様書別紙」及び「本仕様書」に定める保守点検等業務、少額修繕業務、巡回点検業務とする。

４　事前の準備
（１） 事前準備期間
事前準備期間(契約候補者決定～令和８年３月３１日)に契約候補者は、本町と準備・協議を行うものとする。
（２）　業務準備計画書の作成
契約候補者は、事前準備内容の詳細及びスケジュールを定め、業務準備計画書及び業務体制図を事前に　提出すること。
（３）　業務計画書の作成
契約候補者は、実施体制、緊急連絡先、作業工程表等業務の運営に必要な業務設計を行い、業務計画書としてまとめること。
なお、契約候補者は、プロポーザルにおいて提案した提案書の内容について、必要に応じて変更を行った上で業務計画書に盛り込むこと。
（４） 町内事業者等への本業務に関する説明
契約候補者は、町内事業者等に対し本業務への理解を深めることを趣旨とする説明会を町と協同し実施すること。

５　本町担当者
本仕様書において、次の各号に掲げる本町担当者の区分は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
① 総括監督職員
本業務の統括管理を担当する取りまとめ部署の職員をいう。
② 施設管理職員
各施設の管理を担当する当該施設所管課の職員及び当該施設の職員をいう。

６　受託者担当者
（１） 本仕様書において、次の各号に掲げる受託者担当者の区分は、それぞれ当該各号に定めるところによる。① 総括責任者
本業務について総合的に把握し、各業務責任者及び業務従事者に対する総括的な指揮及び監督を行う者をいう。
② 業務責任者
総括責任者の総括的な指揮及び監督の下、それぞれ担当業務に関し、業務従事者に対する指揮及び監督を行う者（受託者が、業務の一部を第三者へ委託(以下「再委託」という。) する場合においては、再委託の相手方（以下「再委託先」という。）に所属する者を含む。) をいう。
③ 業務従事者
総括責任者の総括的な指揮及び監督並びに業務責任者の指揮及び監督の下、それぞれの担当業務に従事する者（受託者が、業務の一部を再委託する場合においては、再委託先に所属する者を含む。）をいう。
（２） 受託者は、ビルメンテナンス等の総括又は業務責任者として通算５年以上の実務経験を有し、本業務に必要な技術力、マネジメント能力及びコミュニケーション能力を有する者を総括責任者として定め、本業務の開始前に総括監督職員に届け出なければならない。総括責任者を変更する場合も同様とする。
（３） 受託者は、各業務に関して関係法令及び本仕様書に定められた資格等を有する者を業務責任者として定め、各業務の開始前に総括監督職員に届け出なければならない。業務責任者を変更する場合も同様とする。なお、業務に支障を来たさない範囲で、複数の業務及び施設の業務責任者を兼ねること、並びに、総括責任者と業務責任者を兼ねることを妨げない。

７　一般事項
（１） 受託者は、本業務を的確に行うため、適正な人員を配置し、業務全般の進行管理を行うとともに、協議事項が発生した場合には適切に対応するなど、総合的な管理を責任もって自主的、計画的、かつ積極的に行わなければならない。
（２） 本仕様書は、本業務の大要を示すものであり、本仕様書に具体的な記載のないものであっても、本業務対象設備の付属品等の点検など、業務の性質上、受託者が当然行うべき軽微な事項は受託者が実施するものとする。
（３） 受託者は、複数施設、複数業務を管理するメリットを活かし、業務品質の向上及び業務の効率化のための工夫を積極的に行うものとする。
（４） 本業務の履行確認は、報告書等により行い、方法については受託者との協議による。なお、業務完了後では確認できない場合等は、必要に応じて写真等の提出を行うものとする。
（５） 本業務の実施により生じた撤去品等の取扱いについては、総括監督職員、施設管理職員の指示に従うものとする。
（６） 本業務の実施により生じた廃材、廃油等の処分は受託者の負担で適正に処分を行わなければならない。
（７） 本業務の履行上知り得た建物その他全ての情報は、他に漏らしてはならない。
（８） 受託者が本業務上、作成した書類、電子データ等は本町へ帰属するものとする。
（９） 「第３章 　特記事項」に記載がある事項については、特記事項を優先する。
（１０） 本業務の対象設備等の種別・数量について本仕様書に記載の内容と現況に相違がある場合は、現況を優先する。この場合において、受託者は速やかに総括監督職員へ報告するものとする。

８　関係法令に基づく手続等
（１） 受託者は、本業務の実施に当たり、関係法令を遵守しなければならない。また、本業務に関連する法令等の改正があった場合は、遅滞なく当該業務の見直しを行い、総括監督職員に報告するものとする。
（２） 本業務の実施に伴い必要な官公庁その他関係機関への手続は、受託者が自らの負担において行うものとする。
（３） 本業務の対象施設に対して関係法令等に基づく立入検査等が実施される場合において、施設所管課からの要請があったときは、受託者は、当該検査等に立ち会うものとする。

９　再委託の承諾
（１） 受託者は、本業務の全部を一括して再委託してはならない。
（２） 受託者は、本業務の一部を再委託する場合は、あらかじめ再委託の内容、再委託先を書面により提出し、本町の承諾を得なければならない。

１０ 使用機材等の調達
（１） 使用する機材は全て品質良好なもので、規格等指定のあるものは規格品を使用する。
（２） 受託者は、本業務の実施に必要な計器、工具、仮設材、養生材及び記録用紙等消耗品を自らの負担で調達するものとする。なお、施設に設置されている資機材で、施設管理職員が使用を認めたものは、その限りでない。

１１　資料の貸与
受託者は、本業務の実施に当たり必要な図面その他資料について、借用を申し出ることができる。この場合において、本町は、施設の管理に支障のない範囲でこれを貸与する。

１２　施設の利用
（１） 受託者は、本業務の実施に必要な範囲において、本町保有施設を利用できるものとする。この場合において必要となる光熱水費は、本町が負担する。
（２） 業務従事者等の事務所について
①受託者は、本業務の実施に当たり業務従事者等の事務所が必要な場合は、受託者が用意するものとする。
②受託者が希望する場合は、次の施設を条件付で無償にて使用することができる。
	名称
	石川町総合運動公園（石川町総合体育館）

	所在地
	石川郡石川町字渡里沢２９６番地の８

	延べ面積
	６２９９．０㎡（内事務室　４９．８５６㎡）

	敷地面積
	２４，７５６㎡

	建築年月
	平成５年３月


ア　光熱水費は、本町が負担する。
イ　受託者が上記施設事務室（以下｛事務室」という。）においてインターネット等を使用する場合、インターネット接続に要する環境の整備費用及び回線使用料は、受託者の負担とする。
ウ　その他必要な備品については、受託者が用意し、受託者の負担とする。なお、施設に設置されている資機材及び備品で、施設管理職員が使用を認めたものは、その限りでない。
エ　上記施設を使用する場合は、当該施設の受付業務及び施設管理業務を併せて行うことを条件とする。なお、受付業務については、必ずしも人員を配置するものに限らず、デジタル技術等を活用した方法も認めるものとする。ただし、その場合はあらかじめ本町の確認及び承認を得ること。また、事務室には、業務等の都合により施設管理職員が常駐することがある。その場合、事務室の利用方法等については、協議の上、決定するものとする。

１３　委託料の支払
（１） 本業務にかかる委託料の支払は、均等分割による事後払いとする。各月払い、四半期払い等の支払回数及び時期については、受託者と協議の上、定めるものとする。
（２） 委託料のうち修繕業務費については、業務実績に基づく精算払いとする。各月払い、四半期払い等の精算方法については、受託者と協議の上、定めるものとする。
（３） 受託者が業務の一部を実施しなかった場合、本町は、受託者と協議の上、委託料を減額する場合がある。
※ 害虫駆除等、要望があった場合にのみ実施する業務等
（４） 受託者は、保守点検等業務費及び修繕業務費について、本町の指定する区分により集計し、 経費明細書を作成しなければならない。

１４　保守点検等業務
（１） 受託者は、「第３章１ 保守点検等業務」のとおり、保守点検等業務を実施する。
（２） 受託者は、作業終了後、作業完了報告書を作成の上、総括監督職員に提出し、確認を受ける。
（３） 受託者は、保守点検等業務の実施により施設・設備の破損、故障等の不具合を確認した場合は、必要に応じて「第１章１７ 軽微な補修等」に掲げる補修等を行うとともに、直ちに総括監督職員及び施設管理職員に報告する。

１５　巡回点検業務
（１） 受託者は、「第３章２ 巡回点検業務」のとおり、巡回点検を実施する。
（２） 受託者は、巡回点検業務の実施により施設・設備の破損、故障等の不具合を確認した場合は、必要に応じて「第１章１７ 軽微な補修等」に掲げる補修等を行うとともに、直ちに総括監督職員及び施設管理職員に報告する。

１６　不具合等への対応
（１） 受託者は、総括監督職員又は施設管理職員から、本業務対象施設の建築物又は設備等に関する不具合の発生について通報を受けた場合は、当該不具合の状況を確認し、原因を特定するため、速やかに業務従事者等を現地に派遣するものとする。
（２） 人命に関わる事態、停電、断水その他緊急事態が生じている場合は、直ちに業務従事者等を現地に派遣しなければならない。
（３） 不具合等が発生し、受託者及び再委託先において原因が特定できない場合は、原則として速やかに当該設備のメーカー又は納入者の作業員等を派遣し、不具合原因の特定に当たらせるものとする。
（４） 受託者は、不具合等への対応業務に必要な連絡窓口を設置し、２４時間３６５日連絡可能な体制を構築するとともに、緊急を要する場合は、夜間、休日等においても速やかに業務従事者等を現地に派遣しなければならない。なお、緊急対応体制の整備に係る費用は、受託者の負担とする。

１７　軽微な補修等
受託者は、「第１章１４ 保守点検等業務」、「第１章１５ 巡回点検業務」及び「第１章１６ 不具合等への対応」の実施により確認した不具合等について、次の各号に掲げる軽微な補修を行うことにより、当面の間の施設・設備の機能が維持できる場合は、受託者の負担で補修するものとする。
①汚れ、詰まり、付着等がある部品の清掃
②取り付け不良、作動不良、ずれ等がある場合の調整
③ボルト、ねじ等の緩みがある場合の増し締め
④潤滑油、グリス、充填油等の補充
⑤接触部分、回転部分等への注油
⑥軽微な損傷がある部分の補修（交換部品を除く）
⑦塗装（タッチアップペイント程度）
⑧給排水設備に関連するパッキンの交換
⑨屋上の排水溝周りの清掃
⑩その他これらに類する軽微な作業

１８　修繕業務
（１） 受託者は、「第１章１７ 軽微な補修等」において改善しない不具合等について、総括監督職員の指示に基づき、「第３章３ 修繕業務」のとおり修繕業務を実施しなければならない。
（２） 受託者は、修繕の実施に当たり、不具合箇所の調査及び現場の安全性を確認した後、施設管理職員に対応状況を連絡の上、修繕内容及び見積金額に、必要に応じて不具合箇所の状況がわかる写真等を添付して、総括監督職員に報告する。
（３） 受託者は、不具合箇所の調査の結果、緊急に修繕を行う必要がある場合は、（２）に関わらず、 直ちに総括監督職員にその旨を報告しなければならない。
（４） 受託者は、総括監督職員から修繕実施の指示を受けた後、修繕を実施する。

１９　業務計画書の提出
（１） 受託者は、本業務の実施に当たり、あらかじめ各業務の実施スケジュールや実施体制等について、施設管理職員と調整の上、年度ごとの年間業務実施計画書を作成するとともに、各年度 開始１か月前までに総括監督職員に提出し、承諾を得なければならない。なお、年間業務実施計画書に変更が生じた場合は、適宜修正し、総括監督職員に届け出なければならない。
（２） 受託者は、本業務の実施に当たり、月ごとの各業務の実施スケジュール等について、施設管理職員と調整の上、年間業務実施計画書に基づく月間業務計画書を作成するとともに、実施する月の前月２５日までに施設管理職員に提出し、承諾を得なければならない。

２０　報告書等の提出
（１） 保守点検等業務及び巡回点検業務
① 受託者は、「第１章１４ 保守点検等業務」、「第１章１５ 巡回点検業務」及び「第１章１７ 軽微な補修等」の業務報告書を作成し、作業完了報告書を添付の上、月ごとにまとめて、 実施した翌月の１０日までに総括監督職員に提出する。
（２） 不具合等への対応及び修繕業務
①受託者は、「第１章１６　不具合等への対応」及び「第１章１８ 修繕業務」の業務報告書を作成し、作業完了報告書を添付の上、実施した日から１０日以内に総括監督職員に提出する。
②受託者は、修繕費の精算に必要な「第１章１８ 修繕業務」の実施状況一覧を作成し、実施した翌月の10日までに総括監督職員に提出する。
（３） 業務報告書の様式については、関係法令で定めがあるもののほか、受託者との協議により定めるものとし原則として電子データにより提出するものとする。

２１　維持管理マニュアルの作成
受託者は、各業務の実施手順等をまとめた維持管理マニュアルを作成し、業務開始前に総括監督職員に提出するものとする。本業務対象施設の建築物又は設備の更新や各業務の実施手順の変更等により、維持管理マニュアルを変更する必要がある場合も同様とする。

２２　定例会議の実施
受託者は、定期的に打合せ会を開催し、総括監督職員及び施設管理職員との意見交換及び情報共有に努めるものとする。

２３　追加サービス等の実施
受託者は、本業務に係る公募型プロポーザル方式による受託者選定において提案した追加サービスや独自提案について、本町との協議を経て決定した内容に基づき、本業務の一部として実施するものとする。

２４　町内事業者の活用
受託者は、本業務の実施に当たり、町内事業者（石川町内に本社、営業所等を有する事業者をいう。以下同じ。）の経営基盤の向上、受注機会の拡大、技術力の向上に資するため、町内事業者を最大限に活用し、現行と同等かそれ以上の水準で活用するよう努めなければならない。

２５　業務の引継ぎ等
（１） 受託者は、本契約が終了した場合は、本業務に関し貸与した施設、機器、資料等を遅滞なく本町に返還しなければならない。なお、貸与した施設については、受託者の負担において原状に回復するものとする。
（２） 本業務を他の者に引き継ぐ必要がある場合は、本契約期間中に引継ぎ期間を設け、次期受託者が円滑に業務を行えるよう十分な引継ぎを行わなければならない。なお、契約終了時に受託者が処理途中の業務がある場合は、事務の種類やその状態を明確にし、次期受託者が円滑に業務を引き継ぐことができるようにしなければならない。
（３） 本業務において得られたデータや資料等は、本町から提供の請求があった場合は全て応じるものとする。
（４） 本町が引継ぎ未完了と認めた場合は、契約終了後であっても無償で引継ぎを行わなければならない。

２６　協議等
本業務の実施について、疑義が生じたとき又は本仕様書に定めのない事項については、必要に応じて本町と受託者が協議の上、定めることとする。


第２章 作業一般事項
１ 作業の打合せ
（１） 受託者は、業務計画書に基づき、作業日程や内容について施設管理職員と事前に十分な調整を行う。
（２） 受託者は、作業に際し当該施設の機能の一部又は全部の停止が必要な場合は、事前に施設管理職員の了承を得る。

２ 作業中の標識等
受託者は、作業の実施に当たっては、要所に作業中であることを標識等の掲示により周知するとともに、必要に応じて立入り防護柵を設ける等の安全を確保する。

３ 作業用車両等
受託者は、作業を実施するために作業用の車両を当該施設の敷地内に駐車する場合は、あらかじめ施設管理職員の許可を受けるとともに、作業用車両であることを表示する。

４ 服装、言動等
作業を行う者は、服装、作業態度、言動等に注意するとともに、作業関係者であることがわかるように、必要に応じて、腕章又は胸章を着用する。

５ 事故防止等
受託者は、作業に当たり、火災・盗難・事故の防止に心掛けるとともに、職員、施設利用者、 建物、電気、機械、衛生設備、通行車両、備品等及び近隣施設に対して、危害又は損害を与えないよう十分留意する。
６ 安全及び衛生
受託者は、作業の実施に当たり、関係法令に基づいて適切な安全及び衛生の管理を行うとともに、作業着手前のミーティング、作業中標識の掲出、危険予知訓練等を実施し、火災、感電、転落、衝突、酸欠等の事故の防止を全ての業務従事者に徹底する。

７　仮設、養生
業務を行う際に使用する仮設材、養生材等は、受託者の負担とする。

８　整理、整頓
受託者は、常に諸機材その他の整理・整頓を心掛け、作業終了後は速やかに後片付け及び清掃を行う。


第３章 特記事項
本章では、各個別業務における業務内容の概要を定めるが、本業務の実施については内容と現況について十分に精査し、適正な水準で行うものとし、各業務の「対象施設」、「業務内容」、「対象機器」、「点検頻度」、「報告書」等の詳細は、契約候補者決定後に協議の上、定めることとする。年度ごとの業務内容については、本町と受託者との間で協議を行い、変更が生じる場合がある。 なお、各保守点検のうち、関係法令の定めにより、本町と指定された法人の直接契約とされている業務については、本町と受託者の取り交わしにより委託料支払代行を行うものとする。

１ 保守点検等業務
（１）自家用電気工作物保安管理業務
	対象施設等
	別紙３－１「自家用電気工作物保安管理業務一覧」のとおり

	業務内容
	電気事業法、同施行規則及び保安規定に基づき、電気工作物の保安に係る月次点検及び年次点検、並びにこれに伴って必要な申請、届出、報告等を行う。

	点検頻度
	月次点検：電気事業法に基づく頻度
年次点検：年１回
臨時点検：必要に応じて実施

	点検実施者
	電気主任技術者

	その他
	・事故発生時の緊急出動は、休日・夜間に関わらず行うものとし、これに伴う経費は受託者の負担とする。



（２）消防用設備保守点検業務
	対象施設等
	別紙３－２「消防用設備保守点検業務一覧」のとおり

	業務内容
	・消防法第１７条の３の３に基づき、消防用設備等の点検を行い、結果を報告する。また、点検等により劣化又は不具合を発見した場合は、保守の措置を適切に講じることにより、故障・不具合を防止し、災害時における機能発揮に支障がない状態を維持する。
・消防法第８条の２の２に基づき、防火対象物の点検を行う。

	点検頻度
	総合点検：年１回
機器点検：６か月に１回
防火対象物点検：年１回

	点検実施者
	消防設備：消防設備士又は消防設備点検資格者
防火対象物：防火対象物点検資格者

	その他
	・点検の実施後、点検結果報告書を作成し提出する。また、消防署への点検結果の報告を行う。



（３）防火設備点検業務
	対象施設等
	別紙３－３「防火設備点検業務一覧」のとおり

	業務内容
	建築基準法第１２条第２項及び第４項に基づき、防火設備の定期点検を行う。

	点検頻度
	年１回

	点検実施者
	一級・二級建築士又は防火設備検査員

	その他
	・点検実施後、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。



（４）建築基準法第１２条点検業務
	対象施設等
	別紙３－４「建築基準法第１２条点検業務一覧」のとおり

	業務内容
	建築基準法第１２条第２項及び第４項に基づき、建築物、建築設備、防火設備の定期点検を行う。

	点検頻度
	特定建築物の定期点検：３年に１回
特定建築物の建築設備及び防火設備の定期点検：毎年１回

	点検実施者
	一級建築士、二級建築士又は検査資格者（特定建築物調査員、建築設備検査員、防火設備検査員）

	その他
	・対象建物ごとに報告書を提出する。



（５）エレベーター保守点検業務
	対象施設等
	別紙３－５「エレベーター保守点検業務一覧」のとおり

	業務内容
	エレベーター設備の正常な運転状態を維持するため、保守点検及び建築基準法に基づく定期点検を行う。

	点検頻度
	保守点検：別紙３－５のとおり
法定点検：年１回

	点検実施者
	建築基準法に基づく検査：一級・二級建築士又は国土交通大臣が定める資格を有する者

	その他
	・保守点検（法定点検を含む）の実施後、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。
・事故、故障等が生じた場合は、速やかに専門技術者を現地に派遣し、適切な措置をとる。



（６）自動ドア保守点検業務
	対象施設等
	別紙３－６「自動ドア保守点検業務一覧」のとおり

	業務内容
	自動ドア設備の正常な運転状態を維持するため、定期的な点検、調整、注油、清掃、自然損耗部品の交換、不具合対応等を行う。

	点検頻度
	別紙３－６「自動ドア保守点検業務一覧」のとおり

	その他
	・定期点検の実施後、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。
・故障等が生じた場合、速やかに技術者を現地に派遣し、適切な措置をとる。



（７）空調設備保守点検等業務
	対象施設等
	別紙３－７「空調設備保守点検等業務一覧」のとおり

	業務内容
	フロン排出抑制法に基づき、点検を行う。また、空調機の点検及びフィルター清掃を行う。

	点検頻度
	別紙３－７「空調設備点保守検等業務一覧」のとおり

	その他
	・定期点検の実施後、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。



（８）浄化槽保守点検業務
	対象施設等
	別紙３－８「浄化槽保守点検業務一覧」のとおり

	業務内容
	浄化槽法等に基づく点検及び水質検査を実施する。

	点検頻度
	別紙３－８「浄化槽保守点検業務一覧」のとおり

	その他
	・点検、水質検査を実施したときは、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。



（９）浄化槽清掃業務
	対象施設等
	別紙３－９「浄化槽清掃業務一覧」のとおり

	業務内容
	浄化槽の機能を十分に発揮させるため、浄化槽内に生じた汚泥、スカム等の引き抜き、その引き抜き後の槽内の汚泥等の調整並びにこれらに伴う単位装置及び付属機器類の洗浄掃除等を行うもの。

	点検頻度
	別紙３－９「浄化槽清掃業務一覧」のとおり

	その他
	・清掃後、速やかに清掃報告書を作成し提出する。



（１０）貯水槽清掃業務・簡易専用水道検査・飲料水水質検査
	対象施設等
	別紙３－１０「貯水槽清掃業務等業務一覧」のとおり

	業務内容
	対象施設を衛生的な状態に保つため、水道法に基づく貯水槽の清掃、点検、水質検査を行う。

	点検頻度
	別紙３－１０「貯水槽清掃業務等業務一覧」のとおり

	その他
	・点検、清掃、水質検査を実施したときは、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。



（１１）地下オイルタンク漏洩検査
	対象施設等
	別紙３－１１「地下オイルタンク漏洩検査業務一覧」のとおり

	業務内容
	地下に埋設されたタンクや配管からの危険物の漏洩事故を未然に防ぎ、土壌汚染や環境破壊、火災や爆発といった事故を防止し安全性を確保することを目的として検査を実施する。

	点検方法
	別紙３－１１「地下オイルタンク漏洩検査業務一覧」のとおり

	点検頻度
	１回/年

	その他
	・点検を実施したときは、速やかに点検結果報告書を作成し提出すること。



（１２）機械警備業務
	対象施設等
	別紙３－１２「機械警備業務一覧」のとおり

	業務内容
	・火災、盗難及び特定（非常通報）の異常感知
・事故確知時における関係先への通報・連絡
・警備実施事項の報告

	警備方法
	機械警備システムが作動している時間帯においては、同システムの遠隔監視機能を通じて常時監視を行う。

	異常発生時の措置
	受託者は、警報受信装置により、対象施設に異常事態が発生したことを確認したときは、速やかに施設に急行し異常事態を確認するとともに、事態の拡大防止に当たり、必要に応じて関係先(施設管理職員、警察、消防等)へ連絡すること。

	報告書等
	・受託者は、異常事態が発生したときは、その経過措置について、処置後速やかに報告する。
・受託者は、上記の他、業務の実施に必要な報告・連絡を行うこと。

	その他
	・受託者は、装置の機能について適宜保守点検し、その都度、状況を発注者へ報告するものとする。
・機械警備の実施に当たり、対象施設に設置する機器は、受託者が自らの負担により設置し所有するものとする。
・異常発生時の立入りのため、施設出入口等の合い鍵を本町から受託者へ預託する。また、機械警備キーボックス用の鍵を受託者から本町へ預託する。



（１３）清掃等業務
	対象施設等
	別紙３－１３「清掃等業務一覧」のとおり

	業務内容
	対象施設及び設備の衛生環境の維持、美観の向上、建物の保全、安全性の確保を目的として清掃等を行う。

	頻度及び方法
	別紙３－１３「清掃等業務一覧」を基本として、対象の箇所や素材に応じた専用の機器や洗剤を用い、長期にわたって清浄かつ衛生的な状態に保つため計画的に行うこと。

	その他
	・清掃業務に使用する機械器具、用具、洗剤等は、受託者の負担とする。



（１４）植木剪定・除草等作業
	対象施設等
	別紙３－１４「植木剪定、除草等業務一覧」のとおり

	業務内容
	対象施設の植栽等を良好な状態に保つため、植木剪定、除草等を行う。

	作業場所・頻度
	別紙３－１４「植木剪定、除草等業務一覧」のとおり

	その他
	・剪定に必要な機器、用具等のほか、選定枝葉等の処分に係る費用は、受託者の負担とする。



（１５）ボイラー保守点検
	対象施設等
	別紙３－１５「ボイラー保守点検業務一覧」のとおり

	業務内容
	ボイラーを安全かつ安定的に使用し、故障や事故を未然に防ぐことを目的として保守点検を行う。

	点検頻度
	別紙３－１５「ボイラー保守点検業務一覧」のとおり

	その他
	・点検を実施したときは、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。



（１６）エコキュート保守点検業務
	対象施設等
	石川小学校、石川中学校

	業務内容
	エコキュート設備を正常に維持するため、保守点検を行う。

	点検頻度
	・機器定期点検：年１回 
・緊急時対応

	その他
	・点検を実施したときは、速やかに測定結果報告書を作成し提出する。



（１７）害虫駆除業務
	対象施設等
	別紙２「対象業務一覧」のとおり 

	業務内容
	対象施設においてハチの巣、アメリカシロヒトリ等発生の通報があった場合、速やかに作業員等を派遣し駆除を行う。 

	実施頻度
	通報があった場合にのみ実施する。

	その他
	・業務に必要な用具、重機、資材等は、すべて受託者の負担とする。 



（１８）砂場検査
	対象施設等
	いしかわこども園、文教福祉複合施設（モトガッコ）

	業務内容
	対象箇所を安全で衛生的な状態に保つため、砂場内のごみや危険物、動物の糞等の除去後清掃を行う。

	業務頻度
	年２回



（１９）遊具点検
	対象施設等
	別紙３－１６「遊具点検業務一覧」のとおり

	業務内容
	遊具の劣化等を早期に発見し事故を予防するとともに、適切な維持管理を行うため、遊具の点検を行う。 

	点検方法
	国土交通省「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂第2版）」及び
（一社）日本公園施設業協会「遊具の安全に関する基準」に基づき、点検を行う。

	点検頻度
	年２回

	その他
	点検を実施したときは、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。 



（２０）グリストラップ清掃
	対象施設等
	石川小学校、石川中学校、認定こども園

	業務内容
	グリストラップ内部の汚泥及び残留物質を除去し、必要に応じて消毒等を行う。

	点検頻度
	年１回

	その他
	・清掃実施後は完了報告書を提出する。
・清掃時に発生した廃棄物等は、産業廃棄物として処理する。



（２１）薬品等廃棄物収集運搬・処分
	対象施設等
	石川小学校、石川中学校

	業務内容
	石川小学校、石川中学校から排出される薬品等の産業廃棄物の収集・運搬及び処分を行う。

	収集頻度
	各施設から要望があった場合に実施する。 

	その他
	産業廃棄物の廃棄後に業務完了報告書を提出する。



（２２）給食廃食油等廃棄物収集運搬・処分
	対象施設等
	石川小学校、石川中学校、認定こども園

	業務内容
	石川小学校、石川中学校、認定こども園から排出される廃油等の産業廃棄物の収集・運搬及び処分を行う。

	収集頻度
	年３回程度

	その他
	産業廃棄物の廃棄後に業務完了報告書を提出する。



（２３）プールろ過装置保守
	対象施設等
	石川町温水プール

	業務内容
	[bookmark: _GoBack]・ろ過装置本体の点検調整
・機器廻り配管・バルブ類の漏水破損及び作動等の点検調整
・電動機器（ポンプモーター類）の電気回路の点検調整
・塩素滅菌装置の点検調整
・プール水の水質確認（簡易）

	点検頻度
	・定期点検　月１回（全１２回）
・不測の事態発生時　随時
・臨時点検　必要の都度

	その他
	点検を実施したときは、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。



（２４）給食リフト点検
	対象施設等
	石川小学校

	業務内容
	小荷物専用昇降機の正常な運転機能を維持するため、計画的に技術員を派遣し、適切な点検及びプログラムによる整備並びに建築基準法に基づく定期点検検査を行う。

	点検頻度
	点検：年６回
建築基準法に基づく検査：年１回

	点検実施者
	建築基準法に基づく点検については、一級建築士、二級建築士又は国土交通大臣が定める資格を有する者

	その他
	・点検を実施したときは、速やかに点検結果報告書を作成し提出する。
・不時の故障や事故等が生じた場合は、技術員を派遣し適切な処置を行う。



（２５）～（３６）その他の業務
	対象施設等
	下記【　】のとおり

	業務内容
	（２５）文教福祉複合施設施設管理業務【文教福祉複合施設（モトガッコ）】
・文教福祉複合施設における夜間管理及び日直業務を行う。

（２６）フロン排出抑制法に基づく業務用冷凍冷蔵庫点検業務【石川小学校・石川中学校】
・フロン排出抑制法に基づく業務用冷凍冷蔵庫点検を行う

（２７）町営住宅上水道施設維持管理業務委託【高田団地・立ヶ岡東団地・形見団地】
・町営住宅における上水道施設の維持管理を行う。

（２８）役場庁舎環境衛生維持管理業務【石川町役場】
・建築物における衛生的環境の確保に関する法律に則った業務を行う。

（２９）総合体育館夜間管理業務【総合運動公園】
・総合体育館における夜間管理業務を行う。

（３０）ごみ収集運搬業務
・収集施設の可燃ごみ、不燃ごみ及び資源ごみの収集並びに運搬業務

（３１）Ｊ－ＡＬＥＲＴ保守点検業務【石川町役場】
・Ｊ－ＡＬＥＲＴ設備を正常に維持するため年１回保守点検を行う。

（３２）石川町温水プールトレッドミル保守点検【石川町温水プール】
・ストレングス有酸素マシンの点検及び機器の清掃、調整、消耗部品の交換を行う。

（３３）産業廃棄物処理【別紙２「対象業務一覧」に記載のある施設】
・産業廃棄物（（２１）（２２）以外）について、依頼があった場合のみ収集・運搬及び処分を行う。

（３４）学校施設非構造部材耐震点検等業務【石川小学校・石川中学校】
・小中学校２施設の天井材、外壁（外装材）、内壁（内装材）、設備機器、照明器具、窓・ガラス、収納棚等の耐震点検等業務を行う。

（３５）ばい煙測定検査【石川町温水プール、石川町総合運動公園】
・ばい煙発生施設について、大気汚染防止法に基づきばい煙の濃度測定を行う。

（３６）役場庁舎免震構造点検業務【石川町役場】
・積層ゴム外観検査（８基）、弾性すべり支承外観検査（１６基）、建物・免震層周辺状況確認を行う。



２　巡回点検業務
	対象施設
	別紙２「対象業務一覧」のとおり

	業務内容
	・対象施設の建物及び付属設備について、定期的に巡回点検を実施する。なお、作業場の安全性が十分に確保された箇所を点検し、必要に応じ点検範囲・点検箇所を明示した図面等を作成する。 
・巡回点検を実施したときは、点検結果を施設ごとに報告書を作成し、総括監督職員に提出すること。 

	点検頻度
	具体的な手順、回数、方法等については事業者の提案による。また、軽易な作業で対応できる不具合等は、その場で対応する。



３　修繕業務
	対象施設
	別紙２「対象業務一覧」のとおり

	対象範囲
	・対象施設の建築物、設備等に関する修繕であり、見積金額が税込み２００万円以下で、本町から実施の指示を受けたものとする。
・保守点検等業務の対象としている設備だけでなく、対象としていない設備も含め当該施設全体を対象とする。（本業務の対象としていない施設の修繕は含まない。）
・施設敷地内の外構、遊具等も対象とする。
・施設に配置している教育備品、事務備品、小規模家電等は対象外とする。

	修繕の実施
	・対象施設において、予算の範囲内で緊急性を考慮して計画的に実施する。
・受託者は、対象施設において破損、故障箇所を確認した場合は、速やかに総括監督職員に報告するとともに、指示に基づき必要な修繕を行うものとする。
・受託者は、緊急措置及び補修等の修繕を実施した場合は、速やかに総括監督職員に報告する。

	内製化の実施
	・内製化とは、以下のすべての条件に合致する小規模な修繕とする。
　①受託者の業務従事者等が自ら実施するもの
　②部品の調達を伴う修繕
　③再委託するよりも受託者が直接実施した方が安価で効率的なもの
※内製化の実施方法及び費用算定基準については、契約候補者と協議の上定める。

	費用
	・修繕費については、実績に基づく精算払いとし、案件ごとの修繕費の決定方法については、契約候補者との協議により決定する。
・修繕費には、受託者の社内経費を加算しないものとする（年間の修繕金額枠に対する定額の経費としてマネジメント経費に計上すること。）
・修繕業務は、実施要領に規定する提案上限額の範囲内で実施する。対象全施設の総額を上限額とし、施設ごとの上限額は定めない。
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